
 

水産業の再生について 

１ 地域がイニシアティブをとり、漁業の実態を踏まえた水産業の再生を図ることが必要 

（１）本県の漁業の実態 

① 本県の漁業者は、小型漁船を利用する沿岸漁業や養殖業を主体とする小規模経営体が主体。 

② 漁協を核として漁業が形成。（漁場を管理し、適切な施設の配置と計画的な養殖生産を実

施。） 

③ 良質な水産物の提供に向けて、一貫した生産管理を推進。 

④ 本県沿岸集落の地域コミュニティの多くは、漁協を核とした水産業を通じて形成。  

【漁業種類別生産額（H20）】 

区  分 本県生産額（億円） 構成比 

海面養殖業 １３９ 31％ 

沿岸漁業 ２３８ 53％ 

沖合漁業 ２９ 6％ 

遠洋漁業 ４７ 10％ 

合  計 ４５３ 100％ 

（２）このことから、水産業の再生を図るためには、次の施策が必要。 

① 漁協が核となり漁船等を一括整備する共同利用システム等の構築 

② 漁協が整備した漁船等を利用し、漁業者自らが主体性をもって操業する体制の整備 

（３）なお、今回の災害では、漁業者も被災者であり、こうした漁業者にインセンティブを与える

ような復興が必要。 
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二重債務の解消に向けた国としての早急な対応を！ 

二重債務解消に向けて議論百出しているが・・ 

 

  再生ファンド型  

ファンドによる既存買取と一貫した企業再生 

支援を行う。 

 

  利子補給型 

    既存債務の負担軽減として一定期間全額利子 

補給する。 

 

  債権放棄・資本注入型 

    既存債務については金融機関へ債権放棄させ、 

資本注入する。 

等々 

 
○ 既存債務を解消しなければ新規融資を受けられない。 

○ 企業が早期に営業再開しなければ顧客を失う。 

○ 問題が長引くほど経営者の再建へのモチベーションが下がる。 

○ 雇用調整金等で繋いでいるが、見通しが立たないため雇用不安

があり、従業員が離れて行く。 議論している間も

被災地では・・ 

○ 被災地の一刻も早い復旧・復興のためには、経済再生の「天王山」ともいわれる二重債務の早期解消が不可欠 
 
○ 手法を検討するにあたっては、①被災企業が既存債務の負担に悩むことなく（既存債務の解消）、②新たな設備投資

が促進され（新規融資の実行）、③地域の金融機関も一体となって取り組める手法（過度の負担回避）などの点に留意す

る必要がある。 

岩手方式 

● 倒産による失業者の拡大により人口流出が加速。 

● 取引先の業況悪化により連鎖倒産の危険性が増大。 

● 次世代へ向けた技術等が喪失され、人材流出の危機。 

 → 被災地の経済・生活再建が困難なため 

「地域経済の負のスパイラル」に陥る。 

地域の不安 

地域経済の危機 

岩手県 
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